
2021 年５月 10 日

  会員各位

                 公益社団法人 関西経済連合会

                   会 長 松 本 正 義

平素は当会事業に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、すでに報道されていますように、政府は５月７日、関西３府県を含む

地域の緊急事態宣言を５月 31 日まで延長し、大阪府は緊急事態措置の内容を

決定いたしました。これを受け、大阪府知事より当会会員企業の皆様に対して、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組みに関し、添付の通り

要請がございました。

関西においては新規感染者の発生が引き続き高い水準で推移し、医療提供

体制のひっ迫が極めて厳しい状況にあることを踏まえると、早期収束に向け

各般の対策の徹底を図る必要があります。すでにご協力いただいていること

とは存じますが、テレワーク等の活用による出勤者数の７割削減を目指すこと

を含め、出勤者の抑制、職場での感染予防などの実施状況について今一度チェック

をしていただき、最大限のお取り組みをいただきますようお願いいたします。

会員各位の特段のご協力および関係各所への周知の方、何卒よろしくお願い

します。

なお、この度の大阪府からの要請において、「出勤者数削減の実施状況を各

事業者が公表し、取組みを促進すること」という内容が盛り込まれています。

かねてより各社におかれては、テレワークをはじめとした各種のお取組みに

より、出勤者の削減に努めていただいているところと存じますが、今般の大阪府

からの要請を受け、取組み内容のＨＰへの掲載についてご検討いただければ

幸いです。

それぞれの企業におかれては、テレワーク等の導入が難しい部門、職種があっ

たり、導入環境が未だ整っていないなどのご事情もあるかと存じます。引き続き、

街への人出を抑制するという対策の重要性を踏まえ、様々な工夫を通じた感染

拡大防止へのご協力をよろしくお願いいたします。
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組みについて

平素は、大阪府政に格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

また、新型コロナウイルス感染症に対する取組みにつきましても、大変ご尽力いただき

誠にありがとうございます。

現在、府内では、感染者数は高止まりし、医療提供体制のひっ迫が続いており、今後も

厳しい状況が見込まれます。このような状況を踏まえ、本日、第 49回大阪府新型コロナ

ウイルス対策本部会議を開催し、5月 31 日までの緊急事態措置の内容を決定いたしまし

た。経済界におかれては、特に、「在宅勤務（テレワーク）等による、出勤者数の７割減

をめざすこと」にご理解・ご協力をいただきますよう、よろしくお願いいたします。

あわせて、本会議で決定された、下記の要請内容についても、貴団体内での周知も含

め、ご協力をいただきますよう、重ねてお願いいたします。

記

○ 在宅勤務（テレワーク）等による、出勤者数の７割減をめざすこと

出勤者数削減の実施状況を各事業者が公表し、取組みを促進すること

○ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を低減する

取組みを強力に推進すること

○ 高齢者や基礎疾患を有する方等、重症化リスクのある従業者、妊娠している

従業者、同居家族に該当者がいる従業者について、テレワークや時差出勤等の

配慮を行うこと

○ 事業の継続に必要な場合を除き、20時以降の勤務を抑制すること

○ 屋外照明（防犯対策上、必要なもの等を除く）の夜間消灯を行うこと

○ 業種別ガイドラインを遵守すること

問い合わせ先 代表 06-6941-0351

本通知について

企画室政策課 田中、上野（内線 2033）

上記要請について

災害対策課

柴田・工藤・荒川（内 4947、4948）



緊急事態措置に基づく要請

1

① 区域 大阪府全域

② 要請期間 緊急事態措置を実施すべき期間（５月12日～５月31日）

③ 実施内容

●府民への呼びかけ（特措法第45条第１項に基づく）

○ 不要不急の外出※は自粛すること
※ 医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持の

ために必要なものについては対象外

○ 不要不急の都道府県間移動は自粛すること

○ 路上、公園等における集団での飲酒は自粛すること

○ 感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請等に応じていない飲食店等の利用を厳に控えること

○ 特に、20時以降の不要不急の外出自粛、混雑している場所や時間を避けて行動すること

○ 少しでも症状がある場合、早めに検査を受診すること

別添資料１



2

●大学等へのお願い（特措法第24条第９項に基づく）

○ 授業は、原則オンラインとし、

困難な場合は、クラスを分割した授業や大教室の活用等により密を回避すること

○ 学生に対し、部活動の自粛を徹底すること

○ 発熱等の症状がある学生は、登校や活動参加を控えるよう、周知徹底すること

○ 学生寮における感染防止策などについて、学生に注意喚起を徹底すること



3

○ 在宅勤務（テレワーク）等による、出勤者数の７割減をめざすこと

出勤者数削減の実施状況を各事業者が公表し、取組みを促進すること

○ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を低減する取組みを強力に推進すること

○ 高齢者や基礎疾患を有する方等、重症化リスクのある従業者、妊娠している従業者、同居家族に該当者がいる

従業者について、テレワークや時差出勤等の配慮を行うこと

○ 事業の継続に必要な場合を除き、20時以降の勤務を抑制すること

○ 屋外照明（防犯対策上、必要なもの等を除く）の夜間消灯を行うこと（法に基づかない協力要請）

○ 業種別ガイドラインを遵守すること

●経済界へのお願い（特措法第24条第９項に基づく）
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●イベントの開催について（府主催（共催）のイベントを含む）

 主催者に対し、規模や場所に関わらず、無観客開催を要請

（特措法第24条第９項に基づく）

【対象となるイベント】

○開催規模：大小を問わない

○場所：屋内、屋外を問わない

○種類・内容：社会生活の維持に必要なものを除く全てのイベント

（イベントの具体例）
祭礼・地域行事、文化的イベント（コンサート、演劇、発表会等）、
催事（物産展、展示会、販売促進会、フリーマーケット等）、式典、講演会・研修会、スポーツ行事 等

※ 社会生活の維持に必要なものについては、業種別ガイドラインの遵守を徹底したうえでの実施を要請
（社会生活の維持に必要なものの具体例）

✓ 各種国家試験、資格試験
✓ 業務上必要かつオンライン化や延期が困難な説明会、会議、研修、学会等
✓ 憲法上重要な基本的人権の確保に係るイベント・集会
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●施設について
（特措法第45条第２項に基づく）飲食店等への要請

施設の種類 内 訳 要請内容

飲食店等 【飲食店】
飲食店（居酒屋を含む）、喫茶店等（宅配・テイクアウト
サービスを除く）
【遊興施設】
バー、キャバレー、ナイトクラブ、インターネットカフェ・マンガ
喫茶※等で、食品衛生法の飲食店営業許可を受けている店舗
【カラオケ】
カラオケ店(食品衛生法の飲食店営業許可を受けていない店舗
を含む)

酒類提供(利用者による酒類の
店内持ち込みの場合を含む）
又はカラオケ設備提供を

する場合

施設の休止

酒類提供(利用者による酒類の
店内持ち込みの場合を含む）
又はカラオケ設備提供を

しない場合

営業時間短縮

(20時まで)

※ インターネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を目的とした利用が相当程度見込まれる施設は、営業時間短縮要請の対象外。
ただし、入場整理の実施や、酒類提供・カラオケ設備の使用の自粛を要請。

【営業にあたっての要請事項】

（特措法第45条第２項に基づくもの）

○利用者へのマスク会食実施の周知及び正当な理由なく応じない利用者の入場禁止（退場を含む）

○アクリル板の設置等

○上記のほか、特措法施行令第12条第１項各号に規定される措置（従業員への検査勧奨、入場者の整理誘導、

発熱等有症状者の入場禁止、手指の消毒設備の設置、施設の消毒、施設の換気）

（特措法第24条第９項に基づくもの）

○ＣＯ２センサーの設置 ○業種別ガイドラインの遵守を徹底

※ 実施状況をホームページ等で広く周知すること（法に基づかない協力依頼）



施設の種類 内 訳 要請内容

①社会福祉施設等 保育所、介護老人福祉施設等 感染防止対策の徹底

②学校、大学、学習塾等 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、大学、専修学
校、各種学校などの教育施設、自動車教習所、学習塾等 ・部活動の自粛

・オンラインの活用

③図書館 図書館 (法に基づかない協力依頼)
適切な入場整理

④商業施設

(生活必需物資販売施設)

生活必需物資の小売関係（食品、医薬品、医療機器その他衛生用品、
再生医療等製品、燃料等）の店舗 感染防止対策の徹底

⑤サービス業

（生活必需サービスを提
供する店舗）

生活必需サービス（理美容、銭湯、貸衣裳屋、不動産屋、質屋、獣
医、クリーニング、冠婚葬祭、ごみ処理関係等）を営む店舗 ・適切な入場整理

・酒類提供・カラオケ設
備の使用自粛

（特措法第24条第９項に基づく）飲食店以外への要請

（１）休止要請をしない施設（政令第11条関連）

6
※ 上記以外に、医療施設、住宅・宿泊施設、交通機関、工場、金融機関・官公署等も休止要請の対象外

（感染防止対策の徹底（業種別ガイドラインの遵守の徹底）を要請）

●施設について

※ 入場整理の実施状況をホームページ等
で広く周知すること



施設の種類 内 訳
要請内容

1000㎡超 1000㎡以下

①映画館等 映画館、プラネタリウム

休止

・イベント開催の場合：無観
客（社会生活の維持に必要な
場合を除く）
・イベント開催以外の場合：
営業時間短縮（20時まで）
（法に基づかない協力依頼）
入場整理等

②商業施設 大規模小売店、百貨店、ショッピングセンター（地下街
を含む）等（生活必需物資の小売関係及び生活必需サー
ビスを営む店舗を除く）

（法に基づかない協力依頼）
営業時間短縮（20時まで）、
入場整理等

③運動・遊技施設 体育館、スケート場、水泳場、屋内テニス場、柔剣道場、
ボウリング場、スポーツジム、ホットヨガ、ヨガスタジ
オ 等 原則休止

(全国大会等は
無観客化)

・イベント開催の場合：無観
客（社会生活の維持に必要な
場合を除く）
（法に基づかない協力依頼）
入場整理等、イベント開催以
外の場合：営業時間短縮
（20時まで）

マージャン店、パチンコ店、ゲームセンター 等
休止

（法に基づかない協力依頼）
入場整理等、営業時間短縮
（20時まで）

●施設について

（特措法第24条第９項に基づく）飲食店以外への要請

（２）休止を要請する施設（床面積1000㎡超の施設）
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施設の種類 内 訳
要請内容

1000㎡超 1000㎡以下

④遊興施設 個室ビデオ店、個室付浴場業に係る公衆浴場、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場 等

休止
（法に基づかない協力依頼）
入場整理等、営業時間短縮
（20時まで）

⑤博物館等 博物館、美術館 等

⑥サービス業 スーパー銭湯、ネイルサロン、エステサロン、リラク
ゼーション 等

●施設について

（特措法第24条第９項に基づく）飲食店以外への要請

（２）休止を要請する施設（床面積1000㎡超の施設）
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施設の種類 内 訳 要請内容

①劇場等 劇場、観覧場、演芸場

無観客開催

（社会生活の維持に必要なものを除く）

・イベント開催以外の場合、営業時間短縮（20時ま
で）
（法に基づかない協力依頼）
入場整理等

②遊興施設 ライブハウス

③遊技施設 テーマパーク、遊園地

④集会・展示施設 公会堂、展示場、文化会館、多目的ホール 等

⑤ホテル・旅館 ホテル・旅館（集会の用に供する部分に限る）

⑥運動施設 野球場、ゴルフ場、陸上競技場、屋外テニス場、

ゴルフ練習場、バッティング練習場 等

●施設について
（特措法第24条第９項に基づく）飲食店以外への要請

（３）イベントに準じた取扱いを要請する施設（施設規模に関わらず要請）
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※ 観客を入れない、個人の練習、プレー等
による使用は可



施設の種類 内 訳 要請内容

⑦結婚式場 結婚式場 （法第45条第２項に基づく要請）
・酒類提供・カラオケ設備の使用自粛
・営業時間短縮(20時まで)
・その他、飲食店と同様の要請(法45条２項、24条９項)
（法に基づかない協力依頼）
・1.5時間以内の開催
・参加人数50人又は収容定員50％のいずれか小さいほう

⑧葬祭場 葬祭場 （法に基づかない協力依頼）
・酒類提供（持込みを含む）の自粛

●施設について
（特措法第24条第９項に基づく）飲食店以外への要請

（３）イベントに準じた取扱いを要請する施設（施設規模に関わらず要請）
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●公共交通機関（地下鉄、バス等）への協力依頼

◆ 終電時刻の繰上げ

◆ 主要ターミナルにおける検温の実施

（法に基づかない協力依頼）

【依頼内容】
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府民の皆さまへのお願い

緊急事態措置期間中は、できるだけ外出はやめてください

【外出される場合は、以下の場合に限定してください】

◆ 医療機関への通院

◆ 食料・医薬品・生活必需品の買い出し

◆ 必要な職場への出勤（できるだけテレワークをしてください）

◆ 屋外での運動や散歩

◆ その他、生活や健康の維持に必要なもの
12



企業の皆さまへのお願い

◆ 在宅勤務（テレワーク）等による出勤者数の７割減、

実施状況の公表をしてください

◆ 出勤する場合も、時差出勤・自転車通勤等の

接触低減の取組みを推進してください

13


